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令和４年度伊丹市一般会計歳入歳出決算について御説明申し上げます。 

令和４年度は、第６次伊丹市総合計画に基づく、前期実施計画の２年目として、

その将来像であります「人の絆 まちの輝き 未来へつなぐ 伊丹」の実現に向け

た施策を推進し、特に「安全・安心のまちづくり」、「未来を担う人づくり」、

「デジタル改革・グリーン社会の実現」に注力するとともに、「新型コロナウイル

ス感染症対策および物価高騰対策」に取り組んでまいりました。 

「安全・安心のまちづくり」では、災害から市民の暮らしを守り支える市役所新

庁舎が、昨年１１月に開庁し、令和６年度の市民広場完成によるグランドオープン

に向けて、旧庁舎の解体工事に着手しました。 

また、高度医療の提供を可能とする統合新病院は、令和８年度の開院を目指して、

工事請負契約を締結し、整備工事に着手しました。「未来を担う人づくり」では、

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、医療費助成制度について、小学１年生

から中学３年生までの通院医療費を、所得制限内において保護者負担のない制度へ

と拡充しました。 

また、保育所待機児童の解消を図るため、民間の保育所整備や保育人材確保を支

援し、１２０名分の保育定員を確保しました。「デジタル改革・グリーン社会の実

現」では、新庁舎開庁を機に、「行かなくていい」「待たなくていい」「書かなく

ていい」をコンセプトに、ＩＣＴを活用したスマート窓口システムを導入するとと

もに、オンライン申請ポータルを整備するなど、市民サービスの向上を図りました。  

また、再生可能エネルギー・省エネルギーの普及促進や、太陽光パネル等共同購

入事業を実施し、市と市民・事業者が一体となって地球温暖化対策に取り組むため、

「伊丹市ゼロカーボンシティ宣言」を行いました。 

「新型コロナウイルス感染症関連」では、前年度に引き続き、国の補正予算や補

助金等を財源に、希望する市民のワクチン接種が円滑に行われるよう、医師会をは

じめ、関係機関と連携を図りながら、個別・集団接種を実施しました。 

また、ひとり親世帯や低所得の子育て世帯に対し、児童１人当たり５万円の子育

て世帯生活支援特別給付金を支給するとともに、住民税非課税世帯等に対し、１世

帯当たり一律１０万円の臨時特別給付金を支給しました。さらに、物価高騰下にお



いて、特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等に対し、１世帯当たり５万円

の電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金を支給するとともに、特例貸付を

利用できない生活困窮世帯に対し、世帯人員数に応じた自立支援金を支給しました。 

加えて、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を活用した対策

として、「感染拡大防止対策」では、乳幼児健康診査事業における集団健診の実施

回数を増やすとともに、４か月児健康診査を個別健診で実施しました。 

また、児童の健康管理や消毒作業などを行うスクール・サポート・スタッフを、

小学校・中学校・特別支援学校の全校に配置しました。 

「生活や雇用の維持と事業の継続支援」では、コロナ禍においても、全ての妊

婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期からの伴走型相談支援

と経済的支援を一体的に実施しました。 

また、健康状態の悪化等による自殺リスクの高まりが懸念されるため、２４時間

３６５日、無料で利用できる医療電話窓口相談サービスを実施しました。「地域経

済の活性化」では、個人消費を喚起し、市内経済の活性化を図るため、市内店舗で

一定額以上の買物等をした市民を対象に、抽選により市内事業者の物品等が送付さ

れるお楽しみギフト事業を実施しました。 

また、新型コロナウイルス感染症の長期化や原油、資源等の価格高騰により売上

げが減少した市内の中小企業者に対し、生産性の向上や感染防止対策に係る設備導

入への支援を行いました。 

「社会的な環境の整備」では、小中学校における授業環境高度化推進のため、Ｉ

ＣＴ支援員の増員をはじめ、必要な機器類の整備や準要保護世帯の通信費補助を行

いました。また、市民や事業者の利便性向上と事務の効率化を図るため、道路台帳

のデジタル化を実施しました。 

「物価高騰対策」では、原油価格・物価高騰の影響を受ける市民の支援とともに、

消費喚起及び地域商業の活性化を図るため、商店街等が取り組む期間限定のプレミ

アム付お買物券の発行を支援しました。 

さらに、学校給食や、介護サービス等での、食事提供における食材費高騰分を支

援するとともに、光熱費が高騰する中、公共料金の負担軽減となるよう市民・事業

者を対象に、水道基本料金及び下水道基本使用料６カ月分を減免しました。 

また、「行財政プラン」に掲げる、財政指標の目標達成に向け、健全な財政運営

に努めました。 



それでは、まず、令和４年度の財政状況について、御説明申し上げます。 

一般会計の歳入総額は、９４４億８,７２２万７,０００円、歳出総額は、９３３

億９,５８７万７,０００円となり、ここから翌年度へ繰り越すべき財源を差し引い

た実質収支は、９億２７４万１,０００円となりました。歳入におきましては、その

根幹をなす市税が総額で、３２４億３,１０６万６,０００円と、前年度に比べ、８

億９,１４０万３,０００円、２.８％の増となりました。 

また、市債の発行額は、臨時財政対策債や文化施設等整備事業、認定こども園整

備事業の減少等により、７６億５,５４７万６,０００円となり、前年度に比べ、３

４億７３万円、３０.８％の減となりました。 

歳出につきましては、扶助費が、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

等が増加した一方で、コロナ禍の生活者支援として支給した給付金が減少したこと

等により、２７５億９３４万１,０００円となり、前年度に比べ、２３億９,７２７

万２,０００円、８.０％の減となりました。 

人件費は、会計年度任用職員の報酬や退職手当が減少したことなどにより、１３

７億９,５００万３,０００円となり、前年度に比べ、１億４,２６１万円、１.０％

の減となりました。 

また、普通建設事業費は、文化施設や認定こども園、小中学校の整備事業が減少

したことなどにより、１２２億６,９６７万７,０００円となり、前年度に比べ、８

億４,４１２万３,０００円、６.４％の減となりました。 

次に、市の貯金であります、財政調整基金につきましては、決算剰余金残余のほ

か、市有地売却収入に係る積立てなどを行った結果、総額で７２億４,７６１万９,

０００円となり、前年度に比べ、１３億５,６０５万１,０００円、２３.０％の増と

なりました。 

次に、市の借金に当たります、地方債残高につきまして、特例債は、地方交付税

の代替措置であります、臨時財政対策債が減少したものの、普通債は、普通建設事

業等の増により、前年度に比べ、２４億６１６万円増加し、３５５億３,０９０万４,

０００円となり、地方債現在高の総額といたしましては、前年度に比べ、５億７７

９万８,０００円増加し、６５１億７５５万９,０００円となっております。 

次に､地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく指標について御説明申し

上げます。 

まず、実質赤字比率と連結実質赤字比率につきましては、黒字のため、前年度と



同様に該当がなく、実質公債費比率は、前年度と変わらず４.５％、将来負担比率は、

公債費充当可能財源等が将来負担額を上回ったため該当なしとなりました。 

また、同法に基づく、公営企業の資金不足比率については、該当がございません

でした。 

次に、行財政プランに掲げた、財政指標の目標達成度合いについてでありますが、

標準財政規模に対する財政調整基金の割合については、１８.３％となり、その他の

項目も含めて全ての目標を達成しております。 

続いて、令和４年度に推進してまいりました、主な取組について、第６次伊丹市

総合計画の体系に沿って御説明申し上げます。 

初めに、「大綱１、安全・安心」についてでありますが、災害対応力の強化を図

るため、災害用備蓄品の補充を行うとともに、備蓄品を迅速に配送するための資機

材として、フリーローラー及びかご付台車を支援物資受入拠点に整備しました。水

防法に基づく高潮浸水想定区域の指定に伴い、ハザードマップを作成するとともに、

Ｗｅｂ版防災マップを改修しました。雨水管渠の老朽化による、道路陥没等を未然

防止するため、ストックマネジメント計画に基づき、北伊丹地区、中央地区の管渠

改築工事を実施しました。安全・安心見守りネットワークの、安定的な運用管理を

実施するとともに、保護者の要望を受けて、まちなかミマモルメ家庭用受信器の運

用を開始しました。 

次に、「大綱２、育ち・学び・共生社会」についてでありますが、就学前施設に

おける、タブレット端末を用いた保護者へのオンライン配信や保育記録作成など、

保育の充実のためのＩＣＴ環境を整備するとともに、民間保育所等に対するＩＣＴ

を活用した業務システムの導入を支援しました。放課後児童くらぶで、夏季休業期

間中の昼食提供を試行実施するとともに、タブレット端末で宿題等が行えるようＷ

ｉ-Ｆｉ環境を整備したほか、児童の入退室管理システムを導入しました。小中学校

の学習環境の個別最適化を推進するため、児童生徒に応じた問題を自動で出題する

ことができるＡＩドリルを導入しました。 

次に、「大綱３、健康・医療・福祉」についてでありますが、「市民の健やかな

生活を支え、あらゆる世代に寄り添える複合施設」をコンセプトとした「いたみ総

合保健センター」を整備し、１１月に供用を開始しました。コロナ禍における高齢

者の健康配慮のため、商店街等、市民に身近な場所でフレイルチェックを行いまし

た。障害者デイサービスセンターが、災害時には避難所として機能を継続すること



ができるよう、非常用発電装置を設置するなど大規模改修を実施しました。 

次に、「大綱４、市民力・にぎわい・活力」についてでありますが、鈴原小学校

区における、地域活動の拠点施設として、すずはら地区交流センターを整備すると

ともに、伊丹小学校区では、５つの共同利用施設等の機能を集約する、（仮称）伊

丹交流センターの実施設計に着手しました。いたみ花火大会を３年振りに開催し、

自宅からでも安全・安心に花火を楽しんでいただくために、YouTube にてライブ配信

を行いました。市内在住の若年者の就労、及び中小企業の人材確保を促進するため、

奨学金を返済しながら市内企業で働く若者の、返済費用の一部を支援しました。 

次に、「大綱５、環境・都市基盤」についてでありますが、脱炭素社会の実現に

向け、公共施設等での再生可能エネルギー発電設備等の導入や、電力の地産地消に

関する調査を実施しました。 

また、移動手段の脱炭素化を推進するため、公用車６台を電気自動車に更新しま

した。経年劣化した下河原緑地展望デッキの改修工事を実施するとともに、都市公

園の遊具等の再整備を行いました。中心市街地における電線等の地中化工事により、

良好な都市景観の創出とともに、災害時の電柱倒壊や電線遮断など、道路への二次

災害防止を図りました。伊丹市道路インフラ長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の計

画的な耐震・修繕工事を実施しました。市営住宅の住環境向上を図るため、エレベ

ーター設置工事を行うとともに、市営住宅整備計画に基づき、耐震補強と長寿命化

改修工事を実施しました。 

最後に、「大綱６、参画と協働・行政経営」についてでありますが、本庁窓口に

おける各種手数料の支払について、市民の利便性の向上と事務負担の軽減を図るた

め、多様な決済手段に対応した端末を導入し、キャッシュレス化を推進しました。

来庁者に向けた案内や情報発信のため、新庁舎各階にデジタルサイネージを設置す

るとともに、各種手続の事前申請や必要な情報の検索、資料の閲覧等に活用してい

ただけるよう、新庁舎１、２階に公衆Ｗｉ-Ｆｉを整備しました。休日開庁・庁外施

設での出張申請受付等によるマイナンバーカードの普及促進とマイナポイントの登

録支援等を実施するとともに、市民の身近な郵便局での申請サポートを実施しまし

た。 

以上、令和４年度の主な事業概要について御説明いたしました。引き続き、物価

高騰の影響を受けている市民生活や、市内経済を支援する取組を推進するとともに、

第６次伊丹市総合計画に掲げる将来像「人の絆 まちの輝き 未来へつなぐ 伊



丹」の実現に向けた施策に取り組んでまいります。 

次に、特別会計について御説明申し上げます。 

まず、令和４年度伊丹市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算についてであり

ますが、歳入総額は、前年度に比べ、２.５％減の１８８億１,７３５万３,２１３円

に、また、歳出総額では、２.０％減の１８５億１,０２４万２,６１３円となりまし

た。歳入においては、被保険者数の減少による影響等を受けて、国保税収入は、前

年度に比べ、８,６３３万５,８９４円の減、県支出金は、２億５,０９０万８６２円

の減となり、歳入総額は、４億８,５４６万８,５８８円の減となっております。一

方、歳出においても、被保険者数の減少等により、医療給付費は、前年度に比べ、

２億９,７９５万６,７８０円の減、国民健康保険事業費納付金は、１億１,６００万

９,３８４円の減となり、歳出総額は、３億７,６３０万８,８３２円の減となってお

ります。歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、３億７１１万６００円

の黒字となっております。この額から、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支

では、１億９１５万９,７５６円の赤字となり、基金積立等の影響を除いた実質的な

単年度収支は、５,７８１万６,７５６円の赤字決算となっております。なお、歳入

歳出差引額、３億７１１万６００円につきましては、令和５年度予算へ繰り越して

おります。 

次に、令和４年度伊丹市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算についてであ

りますが、令和５年３月３１日現在の被保険者数は２万８３０７人で、歳入総額は、

前年度に比べ、３.１％増の３２億１,７８３万３９６円、また、歳出総額は、前年

度に比べ、３.０％増の３２億１,３３８万６,１１９円となっております。歳入総額

から歳出総額を差し引いた実質収支額は、４４４万４,２７７円となっております。 

次に、令和４年度伊丹市介護保険事業特別会計歳入歳出決算についてであります

が、歳入総額は、前年度に比べ、４.１％増の１６１億３,８０８万１,３９７円、ま

た、歳出総額は、前年度に比べ、４.５％増の１６０億１,９２７万２,５２４円とな

っております。歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、１億１,８８０万

８,８７３円の黒字となっております。令和５年３月３１日現在の要介護認定者数は、

１１,３６４人で、前年度に比べ、４.１％の増となっており、介護給付費は、居宅

介護サービス給付費等が、１０６億７,１０９万７,９１５円、施設介護サービス給

付費等が、４０億６,２３０万１,６４２円で、合計１４７億３,３３９万９,５５７

円となっております。これは介護保険事業計画を２.７％上回っております。 また、



地域支援事業費につきましては、介護予防・生活支援サービス事業費として、４億

９,８３８万４,０９９円、一般介護予防事業費として、１,６５２万２６４円、包括

的支援事業・任意事業費として、２億４,９４５万２,３４５円、合計７億６,４３５

万６,７０８円となっております。これは介護保険事業計画を４.９％下回っており

ます。 

次に、令和４年度伊丹市鴻池財産区特別会計歳入歳出決算についてでありますが、

１,１３３万２,２８７円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金利子相

当額等を基金に積み立てたものであります。 

次に、令和４年度伊丹市荒牧財産区特別会計歳入歳出決算についてでありますが、

１,３４６万８,６１９円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金利子相

当額等を基金に積み立てたものであります。 

次に、令和４年度伊丹市新田中野財産区特別会計歳入歳出決算についてでありま

すが、１,１０１万３,５５７円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金

利子相当額等を基金に積み立てたものであります。 

最後に、企業会計について御説明申し上げます。 

まず、令和４年度伊丹市病院事業会計決算についてでありますが、令和４年度は、

統合新病院の整備事業として、土地取得が完了するとともに、入札が完了して、整

備工事に着手することができました。また、保全改修工事として、電話交換設備の

更新を行ったほか、良質で安全な医療を提供するため、医療機器等の整備を行いま

した。昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症重点医療機関としての役割を

果たすとともに、一般患者の受入れにも努め、地域の医療機関との連携を図り、地

域の基幹病院としての役割を果たすよう努めました。経営状況につきましては、職

員数の増加、物価の上昇等によって前年度より費用が増加したものの、入院、外来

ともに延患者数と、１人１日当たり収益の増加により、医業収益は増加し、また、

国県の補助金を受けて、３億１,８０４万６,０１１円の純利益を計上しました。 

次に、令和４年度伊丹市水道事業会計決算でありますが、より安全で、良質な水

道水の安定供給に向け、配水管の更新改良工事をはじめ、千僧浄水場急速ろ過池更

新工事を実施するなど、給水サービスの向上と、ライフラインとしての施設の高水

準化を図りました。収益的収支につきましては、収入において、水道料金収入や、

口径別納付金収入が減少しましたが、支出において、減価償却費や、支払利息が減

少したことなどにより、２億３,４８０万９,７１９円の純利益を計上することがで



きました。 

次に、令和４年度伊丹市工業用水道事業会計決算でありますが、収益的収支につ

きましては、支出において、共同施設維持管理負担金が増加しましたが、収入にお

いて、超過使用水量の増により、水道料金収入が増加したことなどで、９,１１２万

６,８６１円の純利益を計上することができました。 

次に、令和４年度伊丹市下水道事業会計決算でありますが、安定的な下水道サー

ビスの提供に向け、国の補助金を活用した、汚水管渠の更生工事や、中央地区雨水

管渠改築工事を実施するなど、浸水の防除や生活環境の改善、公共用水域の水質保

全などに取り組みました。収益的収支につきましては、収入において、下水道使用

料収入が減少しましたが、支出において、減価償却費や支払利息が減少したことな

どにより、４億７,８５５万３,３５４円の純利益を計上することができました。 

次に、令和４年度伊丹市交通事業会計決算についてでありますが、「伊丹市交通

事業第４次アクションプラン」の計画初年度に当たる令和４年度は、持続可能な経

営基盤の確立に向け、「経営健全化の推進」と「安全対策・サービス向上の推進」

の２本柱に基づき、様々な取組を行いました。主な事業といたしましては、乗合バ

ス車両５両の更新、並びに、バス停留所上 屋

うわや

など、停留所諸施設の整備事業のほか、

前年度からの繰越事業として、電気バス車両２両の導入、及び急速充電設備等を整

備いたしました。損益につきましては、市営バス利用者数の回復に伴い、運輸収益

が予定額を上回り、人件費や、その他物件費の支出において、不用残が生じたもの

の、当年度純損失は１億８,１６９万７,４８０円となりました。 

最後に、令和４年度伊丹市モーターボート競走事業会計決算についてであります

が、本年度は、尼崎本場での開催のほか、姫路・滝野・洲本・朝来・相生の５つの

場外発売場の運営を行う中、経営改善に取り組み、収益の確保に努めました。収益

的収支につきましては、収入では、尼崎本場、及び専用場外発売場の売上げは当初

見込みを下回りましたが、スマートフォンを中心とした電話投票の売上げが好調に

推移し、支出においても、経常経費の削減に取り組んだ結果、一般会計への繰出金、

３億円を執行し、１０億３,０２９万６,０８９円の純利益を計上することができま

した。 

 


